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会は 2005 年 8 月 1 日以降の 16 件の事件を調査するもので，なかには 2006 年
8 月に発生した，フランスの国際NGO（Action contre la Faim）職員 17 人殺害
事件も含まれた（１）。



















2007 年 6 月にコロンボ滞在中のタミル人 376 人を出身地に強制送還したこと
に対しては，スリランカの最高裁判所からも差し止め命令が発せられた。強
制送還された多くのタミル人は，病気治療や結婚式，教育，雇用を目的に一時






まま放置されているわけではないと主張した。前述したように 2006 年 11 月
にCoIおよびCoIの活動に対して提言を行うための国際独立有識者グループ
（IIGEP）の設置が発表され，2007 年 2 月には第 1 回会合が開催された。IIGEP
はP.N. バグワティ（Bhagwati）元インド最高裁長官を委員長とし，世界各国・

























2009 年 5 月 26～27 日，スリランカに関する国連人権理事会（UNHRC）の特
別会合がジュネーブで開催された。この会合では，スイスの主導で提出された，
スリランカの「戦争犯罪」に関して調査を求める内容の決議案は採択されず，





2009 年 10 月下旬には，訪米中のフォンセーカ国防参謀長に対して，アメリ
カ政府から，スリランカ政府軍の「戦争犯罪」について尋問に応じるよう要請




2010 年 1 月 7 日，国連は 2009 年 8 月にイギリスの「チャンネル 4」で放送
された，スリランカ軍兵士がLTTE捕虜らを殺害する様子を写したビデオ（６）は，
合成などによるものでないと判断して，さらなる調査が必要であると宣言した。

















前述したLLRCは，2010 年 5 月 15 日正式に発足した。同委員会は元検事総
長を委員長として 8 人からなる。2002 年 2 月 21 日から 2009 年 5 月 19 日まで
の期間中に起きたことに関して調査を行い，ラージャパクサに結果を報告する









の任期は 2010 年 11 月までだったが，多くの関係者からヒアリングを行いたい
として 2011 年 2 月まで延長した。
４． 2011 年――国連ダルスマン報告とスリランカ政府のLLRC――


















































を 2011 年 8 月に解除した。非常事態宣言は，2002 年の停戦合意により停止し
ていたが，2005 年 8 月のカディルガマル（Lakshman Kadirgamar）外相殺害を
きっかけに再び発令されるようになっていた。2009 年 5 月の内戦終結以降は
2010 年 5 月に規模を縮小したものの，取り締まるべきLTTEの活動がなくな
ったにもかかわらず毎月国会で延長の審議がなされ，延長されてきた。その
ため野党議員やインド政府などから継続的に疑問が提示されていた。政府は，









































⑷再定住，開発の 4 つに分け，285 の実施等を提示した。
統計局は 2012 年 2 月に内戦末期の北部州における自然死以外の死因による
死者数を 7934 人と発表して（10），国連専門家報告による 4 万という数字を打ち
消した。
復興の進展としては，北部州におけるIDPの再定住が進んでおり，9 月まで
























（第 22 次，会期 2013 年 2 月 25 日～3 月 22 日）で，スリランカは再び決議の対象
となった。












さらに理事会にあわせるように 2013 年 2 月 18 日に公開されたイギリス
















しかし，これらの項目は 3 月 21 日の最終的な決議からは削除された。基本
的にピレーの報告書の内容に沿ったものであるが，語調は草案よりもトーンダ
ウンした。「スリランカにおける和解と説明責任の促進」決議は，賛成 25，反
対 13，棄権 8 で採択された。決議の具体的な内容としては，人権侵害に関す
る独立した調査をスリランカ政府が行うこと，LLRC勧告を実施すること，国
内において和解が推進されるよう求めること，などであった。












どがあった。ラージャパクサは 2013 年 3 月 3 日に，北部州評議会選挙を同年
9 月に行う予定であることを明らかにした。北部州は内戦の主戦場であったこ
と，および内戦終結後の地雷除去のため選挙が実施できず，州評議会選挙の実
施は 25 年ぶりであった。北部州はタミル人が人口の 93％を占める（2012 年セ
ンサス）。そのため，州評議会選挙の実施は戦後復興のシンボルとして注目さ
れた。
2013 年 9 月 21 日の投票の結果としては，ランカ・タミル連邦党（ITAK）





















2013 年 7 月 4 日の閣議で 2012 年の勧告に追加するかたちでさらに勧告がな
された。政府によれば報告書に記載された勧告や提案が徐々に実施されている。
2013 年 8 月 15 日に「拉致・行方不明者調査委員会」が任命された。委員長
100
はマクセル・パラナガマ（Maxwell Paranagama）である。対象となる地域は









８． 2014 年── 3 月国連決議，国際調査をめぐる攻防──



































































2015 年 11 月，政府は親LTTE団体の活動禁止措置解除を発表した。2014 年























Protection to Victims and Witnesses Bill）を整備すること，などを明らかにした。
2 月 24 日には，南アフリカ国際関係・協力副大臣が，和解に関する南アフリ
カの経験について話し合うために来訪した。
ジェフレイ・フェルトマン（Jeffrey Feltman）国連政務局長（UN Under-























最重要とみなしたのは国連人権理事会だった。9 月 16 日，OHCHRは 2014 年
の国連人権理事会の決議を受けて作成された報告書を発表した。報告書では





























⑴　調査の対象となったのは，ラクシマン・カディルガマル外相暗殺，2006 年 8 月の
ムトゥールのムスリム殺害，2005 年 12 月のジョセフ・パララジャシンガム（Joseph 




⑶　The Sunday Leader，2009 年 3 月 15 日付け，“Clinton Expresses Concern over 
Incleasing Loss of Life in the Northern“Safe Zone””　http://www.thesundayleader.
lk/20090315/NEWS.HTM
⑷　http://www.un.org/apps/news/story.asp?NewsID=30175#.VwCpCqSLSbg
⑸　http://www.un.org/press/en/2009/sg2151.doc.htm（2015 年 12 月 13 日アクセス）。
⑹　 https://www.youtube.com/watch?v=y2c9KZb_bo4&oref=https %3A %2F %2Fwww.
youtube.com%2Fwatch%3Fv%3Dy2c9KZb_bo4&has_verified=1












⒁　チャンドラシリは 2002～2003 年および 2005 年 12 月～2009 年にジャフナに本拠地を
おく第 52 部隊に属しており，LTTEとの戦闘に直接かかわっている。
⒂　Daily News，2013 年 3 月 22 日付け，“LLRC Recommendations: over 50pc 
Implemented”（http://archives.dailynews.lk/2013/03/22/news15.asp）。
⒃　http://www.ohchr.org/EN/NewsEvents/Pages/DisplayNews.aspx?NewsID=13673
⒄　OHCHR, Promoting Reconciliation and Accountability in Sri Lanka (A/HRC/25/23).
























領と首相の出席するイベントでタミル語の国歌斉唱がなされたこと（3 月 23 日，ジャ
フナ）で，実質的にタミル語での国歌斉唱が認められたこと，3 月 30 日，TNA議員の
ナダラージャ・ラヴィラジ（Nadarajah Raviraj）殺害容疑で海軍兵士 3 人が逮捕され
たこと，PTA違反で 2014 年以来拘留されていた活動家ら 9 人が 3 月 10 日に解放され
たことなども評価された。
　https://www.gov.uk/government/news/uk-welcomes-un-human-rights-council-
resolution-on-sri-lanka
